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A. 研究目的 

  HIV感染症は、免疫系細胞に感染し深刻な影

響を与えることで、日和見感染症や悪性腫瘍を

伴う免疫不全を主病態とする症候群の総称であ 

 

 

る。日本国内では、2022年末までに HIV感染の

診断例が 20,003人、AIDS を発症した患者が

8,983人報告されている。 

HIV の感染拡大を抑えるためには、早期診断

研究要旨 

  HIV感染症の拡大を防ぐためには、早期診断と適切な治療の提供が不可欠である。感染の早期発見

により、治療開始のタイミングを適正化し、ウイルス量の抑制を図ることで、被治療者の予後を改善

することはもとより、二次感染のリスクを低減することが可能となる。この考えに基づき、国際的に

は「test and treat」戦略がHIV感染症対策の柱として推奨されており、国連エイズ合同計画（UNAIDS）

は HIV感染者の診断・治療・ウイルス抑制をそれぞれ 90%とする「90-90-90」を政策目標として掲げ

た。さらに、2030年に向けてそのスローガンは「95-95-95」へと引き上げられ、感染の制御と排絶に

向けた取り組みが継続されている。 

 日本国内においては HIV 診断率の向上が引き続き課題である。全国データに基づく推定よると、

HIV診断を受けた割合は 2024年までに 90%に達していると装丁されるものの、アクセス地域ごとの

格差が顕著である可能性が高く、特に地方における診断率が低い可能性があった。エビデンスに基づ

くきめ細かな対応を考える上でも、感染者数の正確な把握や、診断率向上に向けた施策が求められる。 

本分担研究では、日本国内の HIV 診断率を疫学的に分析し、特に COVID-19 パンデミックが診断

率に与えた影響について評価を行った。全国および地域レベルでの HIV診断状況を詳細に推定し、診

断率の改善に向けた方策を検討することを目的とする。 

  本研究では、全国および地域別のHIV診断率を推定し、COVID-19の流行が診断率に及ぼした影響

を評価した。全国レベルの推定結果では、2022 年における年間新規 HIV 感染者数は 559 人(95%CI: 

341, 778)と推定され、未診断の HIV 感染者数は 3209 人と推定された。HIV 感染者全体に対する診

断率は 90.0%、AIDS 未発症者に限ると 86.2%と推定された。地域別の分析の結果、大都市圏では診

断率が高い傾向がある一方、地方では診断率が低く、特に中国・四国地方と九州・沖縄地方ではそれ

ぞれ 83.3% (95%CI: 75.1-98.7)、80.5% (95%CI: 73.9-91.0)と低く、全国平均を下回った。一方、東京、

近畿、関東甲信越では診断率は 90%を超えていた。 

 地方において新規 HIV 診断率が相対的に低い状態が持続している。COVID-19 パンデミックを通

じて保健所や医療機関の負担が増加したことで、HIV検査への実施、またはアクセスへの機会が減少

した可能性がある。また、都市部と地方での診断率の格差は引き続き課題となり、地域特性に応じた

アプローチが求められる。今後は、日本国内における HIV根絶に向けて地方における検査アクセスの

改善や、診断機会の増加に向けた施策が不可欠となる。HIV検査の利便性向上や自治体との連携を強

化することで、日本全体の診断率向上を図る必要がある。また、COVID-19流行期の影響が今後どの

ように変化していくかを継続的に監視し、診断率向上のための戦略を適宜見直していくことが求めら

れる。 

 

 

 



 

 

と迅速な治療開始が不可欠である。現在、診断

が確認され次第、免疫低下が進行する前に抗レ

トロウイルス療法（ART）を導入することが推

奨されている。この治療戦略により、感染者の

免疫機能を維持するとともに、HIV陰性パート

ナーへの感染リスクを低減することが期待され

る。近年では、こうした早期診断と治療の組み

合わせが一層重視され、「test and treat」戦略が推

進され、更にパブリックヘルスの考えに立脚し

た「treatment as prevention」が HIV/AIDSの予防

策として国際的に普及してきた。特に、HIV感

染者が 6ヶ月以上にわたりウイルス量を 200コ

ピー/ml以下に抑制できれば、感染リスクは著し

く低下し、他者へウイルスを伝播する可能性が

極めて低い（Untransmittable）とされる。この状

態を「Undetectable = Untransmittable (U=U)」と呼

び、積極的な治療継続の重要性が強調されてい

る。 

 国連エイズ合同計画(UNAIDS)は、HIV対策の

一環として「90-90-90」目標を掲げ、2020年まで

に以下の達成を目指していた： 

1. HIV 感染者の 90%が自身の感染を認識する 

2. 診断を受けた人の 90%が ARTにアクセスす

る。 

3. 治療を受けている人の 90%がウイルス抑制

を達成する 

このスローガンに沿って高いレベルのケアカス

ケードを達成することで、感染者の健康状態を

向上させるだけでなく、HIV の拡大を抑制し、

集団レベルでの制御が可能となると期待されて

いた。その後、2030年までの新たな政策目標と

して「95-95-95」が設定され、更なる診断率およ

び治療率の向上を目指す国際的な取り組みが進

められている。 

2016年時点の世界的な進捗として、HIV感染

者のうち 70%が自身の感染を認識し、77%が治療

を開始し、82%がウイルス抑制を達成していた。

しかし、2020年にはそれぞれ 84%、87%、90%

にまで改善が見られた。一方で、日本国内の状

況は目標達成には至っておらず、2017年末時点

で診断率は 80.3%(95%CI: 78.7%, 82.0%)と推定さ

れている。 

国内においては、HIV 検査体制の充実が急務

とされているが、診断率の向上は依然として十

分ではない。特に、感染者数の正確な把握や診

断率の改善に向けた施策が必要である。検査へ

のアクセスを向上させるためには、以下の点が

課題として挙げられる。 

• 検査所の利便性向上 

• 受検機会の拡充 

• HIV 診断検査の質の向上 

• 自治体との連携を強化した検査体制の構

築 

こうした取り組みを通じて、全国的な診断率の

底上げを図り、早期診断の促進を目指すことが

求められる。また、HIV診断率の向上が感染制

御に及ぼす影響を詳細に評価し、地域ごとの特

性を踏まえた対策を講じることが重要である。 

 2020 年以降の COVID-19パンデミックによ

り、HIV 診断率に影響が及んだ可能性が指摘さ

れている。保健所や医療機関が新型コロナウイ

ルス感染症対応に集中したことで、HIV検査体

制が一時的に縮小したことが考えられる。その

影響は地域によって異なり、一部では新規診断

率の低下が顕著に見られた可能性がある。 

本分担研究の目的は、HIV 診断率の改善とそ

れに伴う感染制御効果を地域別に疫学的に定量

化することである。特に、COVID-19流行下での

HIV 検査機会の変化を分析し、地域ごとの診断

状況への影響を明らかにすることで、今後の

HIV 対策の指針を提供することを目指す。 

 

B. 研究方法 

1. 疫学データの概要 

 本研究では、日本国内における HIV 感染症の

診断状況を分析するため、エイズ動向委員会が

公表している 1985年から 2022 年末までのデー

タを用いた。具体的には、日本国籍の HIV 新規



 

 

診断者数および AIDS 新規患者数を地域ごとに分

類し、その動向を検討した。地域区分は、(1)東

京、(2)北海道・東北、(3)関東・甲信越、(4)北

陸、(5)東海、(6)近畿、(7)中国・四国、(8)九州・

沖縄の８区分である。 

この地域ごとの分類に基づき、HIV感染症の

診断傾向や AIDS 発症の特性を解析した。 

 

2. 逆計算法を用いたモデル構築 

 

図 1. データ生成過程モデル（Nishiura H. PeerJ 

2019;7:e6275） 

 

HIV 感染者数の推定には、逆計算法を適応し

た。HIV 感染から診断に至るまでの潜伏期間

は、先行研究の知見を踏まえ、中央値を 10年と

設定し、感度分析として 7.5年および 12.3年の

過程の元でも推定を行った。これらの中央値に

対応するパラメータを固定し、Weibull分布のハ

ザード関数をモデル内で使用した。 

さらに、図 1に示す競合リスクモデルに類似

したデータ生成過程を、マッケンドリック方程

式を用いて定式化した。日本国内の HIV感染デ

ータは、 

① HIV 診断者数 

② 未診断のまま AIDSを発症した症例

（初発病） 

の 2つに分類される。いずれのケースも未診断

HIV 感染者に由来するため、これらの発生プロ

セスを数理的に記述する必要がある。 

このデータ生成過程を表すため、以下の偏微分

方程式を導入した： 

(
𝜕

𝜕𝑡
+
𝜕

𝜕𝑠
)ℎ(𝑡, 𝑠) = −(𝛼(𝑡) + 𝜌(𝑠))ℎ(𝑡, 𝑠) 

ここで、 

• ℎ(𝑡, 𝑠)は時点𝑡における感染歴𝑠年の未診

断 HIV感染者数、 

• 𝛼(𝑡)は時点𝑡における単位時間あたりの

HIV 診断ハザード 

• 𝜌(𝑠)は感染歴𝑠における AIDS 発症ハザ

ード 

このマッケンドリック方程式を特性曲線に沿っ

て解析的に解くことで、HIV 感染症の初診断と

AIDS 発症に関する以下の積分方程式を導出する

ことができる。 

𝑢𝑡 = 𝛼𝑡∑𝜆𝑡−𝑠 ∏ (1− 𝛼𝑥)

𝑡−1

𝑥=𝑡−𝑠−1

∏(1− 𝜌𝑦)

𝑠−1

𝑦=1

𝑡

𝑠=1

 

𝑎𝑡 =∑𝜆𝑡−𝑠𝜌𝑠 ∏ (1− 𝛼𝑥)

𝑡−1

𝑥=𝑡−𝑠−1

∏(1− 𝜌𝑦)

𝑠−1

𝑦=1

𝑡

𝑠=1

 

 導出された積分方程式は、次の 3つの要素に

より構成される： 

① 時間あたりの新規 HIV 感染者数 

② HIV 感染から AIDS 発症までのハザー

ド（潜伏期間） 

③ HIV 感染から HIV診断までのハザード

（HIV診断率） 

本研究では、潜伏期間については既知のパラメ

ータとして設定し、新規 HIV 感染者数および診

断率を推定することを目的とした。具体的に

は、積分方程式を適合させることで、日本国内

における未診断 HIV感染者数および総感染者数

を逆算するシステムを構築した。これにより、

診断率の向上が感染制御に及ぼす影響を定量的

に評価し、今後の公衆衛生施策に活用できる指

標を提供することを目指している。 

(倫理面への配慮) 

本研究は、厚生労働省エイズ動向委員会が年

報として公表している二次データを利用し、数

理モデルを用いた理論疫学的分析を実施したも

のである。このため、本研究に用いたデータは

個人情報は掲載されておらず、個人情報を扱う

倫理面への配慮を必要としない。 



 

 

C. 研究結果 

 図 2は、推定された年間新規 HIV感染者数𝜆お

よび年間 HIV 診断率𝛼を示している。本研究で

は、段階的に変化するステップ関数を用いた単

純化したモデルを採用しているが、HIVの年間

発生率は 2006年から 2009年の期間にピークを

迎え、年間 2,500件未満の新規感染が推定され

た。 

年間 HIV 診断率の推定値は、当初 10%未満で

あり、潜伏期間の中央値が 10〜12.3年の範囲に

あったが、その後診断率は着実に向上してき

た。しかし、COVID-19の流行期にあたる 2020

年から 2022年にかけて、最新の診断確率はそれ

以前の期間と比較してわずかに低下した。具体

的には、潜伏期間の中央値を 10年とした場合、

HIV 診断率は 16.5%（95% CI: 14.9%, 18.1%）と

推定された。なお、HIV新規感染者数および診

断率の質的なパターンは、異なる潜伏期間の中

央値を考慮した場合でも大きな変化は見られな

かった。 

図 3は、日本国籍者における未診断 HIV感染

者の推定有病率の時間変化を示している。未診

断 HIV感染者のピークは 2009年に発生し、推定

感染者数は 7,575人（95% CI: 7,130, 7,991）とさ

れた。その後、未診断感染者数は減少傾向を示

し、2020年から 2022年の期間には約 3,209人

（95% CI: 2,642, 3,710）が未診断のままであると

推定された。なお、中央値 7.5年から 12.3年の

範囲で潜伏期間を変動させた場合、直近の推定

未診断 HIV感染者数は 2,446人から 3,829人の範

囲にあると推定された（図 YB）。 

図 3C および 3Dのデータは、診断を受けた

HIV 感染者の割合を示しており、AIDS を発症し

た感染者も含んでいる。そこで、死亡した感染

者を除外し、AIDS を発症したケースも考慮した

場合、潜伏期間の中央値を 10.0 年（7.5–12.3年

の範囲）とした際の診断率は 90.0%（95%CI: 

88.6%, 91.6%）と推定された。図 3D は、性別ご

との診断率を示しており、AIDS発症者を除いた

場合の推定値である。診断率は男女ともに時間

とともに上昇しているが、女性の診断率は男性

よりも高い傾向が見られた。最新の分析期間に

おいて、AIDS 症例を除外した診断率の推定値

は、男性で 85.7%（95%CI: 85.0%–87.9%）、女性

で 95.3%（95%CI: 90.7%–100.0%）と推定され

た。 

図 4A は地域ごとの年間新規 HIV 感染者数の

推定値とその 95%信頼区間を示しており、図 4B

は潜伏期間の中央値をそれぞれ 7.5年、10.0年、

12.3 年とした際の年間新規 HIV診断率を、三角

（▲）、菱形（◆）、丸（●）の記号で表してい

る。 

地域ごとの年間新規 HIV感染者数の推移をみ

ると、関東（51.3人/年, 95% CI: 0, 151.4）、東京

図 2. 西浦・藤原. 2022 年末の地域別の累計 HIV感染者数に対する未診断 HIV感染者数割合 (A)と未診断 HIV感

染者数の推移 (B) 
 



 

 

（183.9人/年, 95% CI: 82.0, 285.9）、北陸（0人/

年, 95% CI: 0, 32.8）、東海（43.1人/年, 95% CI: 0, 

117.6）を除き、多くの地域で増加傾向が確認さ

れた。特に九州・沖縄地方では、2017年から

2019年の推定値 60.3人/年（95% CI: 0, 142.5）と

比較すると、2020年から 2022年の推定値 158.0

人/年（95% CI: 57.3, 258.7）へと大幅に増加して

いる。 

年間新規 HIV 診断率については、2020年から

2022年にかけて北海道・東北（17.6%, 95% CI: 

9.9%, 25.4%）および近畿（20.1%, 95% CI: 14.9%, 

25.4%）では上昇傾向を認めた。しかし、それ以

外の地域では概ね横ばいで推移するか、また

は、低下傾向が認められた。特に、中国・四国

地方では、年間診断率が 10.3%（95% CI: 5.2%, 

15.3%）まで低下しており、パンデミックを通じ

た一過性の変化とは言え、他地域と比べても顕

著な減少が認められた。 

 

D. 考察 

HIV 感染症対策における 90-90-90という政策

目標のうち、最初の指標である診断率 90%は、

全国レベルでは達成された。しかし、2030年ま

でに設定された 95-95-95目標の達成に向け、今

後も診断率を維持・向上させるための継続的な

取り組みが求められる。 

特に、新型コロナウイルス感染症（COVID-

19）の流行による保健所業務の逼迫が、HIV検

査や相談件数の減少を招き、地域ごとの診断率

低下に影響を与えた可能性が示唆される。中

国・四国地方および九州・沖縄地方では、年間

新規感染者数の増加と診断率の低下が同時に観

察されており、この傾向は特に顕著である。こ

の地域では、COVID-19流行下においても性的接

触の頻度が大きく減少しなかった可能性があ

り、検査機会の減少が診断率の悪化に拍車をか

けたと考えられる。 

今後は、地域ごとの感染動態を踏まえた適切

図 3. 西浦・藤原. 2022 年末の地域別の累計 HIV感染者数に対する未診断 HIV感染者数割合 (A)と未診断 HIV感

染者数の推移 (B) 
 



 

 

なアプローチを導入することで、診断率の地域

間格差を是正し、診断率 95%達成へ向けた取り

組みを強化する必要がある。 

 

E. 結論 

COVID-19の影響が本格化した 2020年以降、

HIV 診断率の変動要因を明らかにするため、保

健所の HIV検査件数および相談件数の推定モデ

ルの定式化に取り組み、地域ごとの診断状況を

分析した。本研究では、データの継続的な収集

と検証を行いながら、保健所が実施する確認検

査の重要性を定量的に評価することで、HIV流

行対策の基盤となるデータを提供することを目

指している。 

また、一連の研究を通じて診断率のモニタリ

ング体制を構築し、地域ごとの傾向を把握する

ことが可能となった。今後は、さらに細分化し

た年齢層別・地域別の診断率推定を進め、診断

率向上に向けた効果的な施策を提案していく。

加えて、HIV 検査の拡充がもたらす疫学的影響

の定量的評価を行い、より的確な政策立案のた

めのエビデンスを提供することが重要である。 
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